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１．業務の趣旨 

小松市（以下「本市」という。）では、令和３年８月に２０５０年に温室効果ガス排出量

を実質ゼロにすることを目指す「ゼロカーボンシティ」を宣言しました。 

   令和４年度末現在、本市が維持管理する道路灯が９５６基、公園灯が５４９基あり、これ

らの維持管理費は本市が全額負担している。なお、現在の道路灯・公園灯を全てＬＥＤ化す

るには多額の費用負担が生じるため、令和４年度末でのＬＥＤ化率は全体の約１４％とな

っている。 

本市としては、電気料や修繕料に係る財政負担、環境負荷の軽減を図るとともに、平成２

５年１０月に採択され、平成２９年８月に発効された国際条約「水銀に関する水俣条約」に

より、水銀灯ランプの製造及び輸出入が令和３年から禁止となったことから、ＬＥＤ灯への

交換を早急に進める必要がある。 

そこで、本市では設計・施工、維持管理等において、民間のノウハウ、経営能力、技術的

能力を活用できる「ＥＳＣＯ（Ｅｎｅｒｇｙ Ｓｅｒｖｉｃｅ Ｃｏｍｐａｎｙ）事業」を

導入し、短期間に本市が維持管理する既設道路灯・公園灯を一斉にＬＥＤ化する事業を行う

業務（以下「本業務」という。）を実施することとした。 

本業務は、以上の目的に合致する民間事業者から一括して提案を受け、本市にとって最も

優れていると考えられる提案を選定するため、提案の募集を行うものである。 

審査の結果、最も優れた提案を行った応募者（以下「受託候補者」という。）は、本市と

業務委託契約の締結に向けた協議を行い、合意に至った場合は本業務に係る委託契約を締結

し、本業務を実施するものとする。 

  

２．業務の概要 
（１）業務名称 

   小松市道路・公園照明灯ＬＥＤ化事業業務 

（２）契約者 

   小松市 

（３）履行場所 

   小松市内一円 

（４）業務対象数（デザイン灯を含む） 

   既存道路灯・公園灯（うちＬＥＤ化するもの：道路灯７８７灯 公園灯５０６灯） 

 ʬ内訳ʭ 

 LED 灯 その他（水銀灯等） 合計 

道路灯 １６９ ７８７ ９５６ 

公園灯 ４３ ５０６ ５４９ 

合 計 ２１２ １，２９３ １，５０５ 

 ※詳細は、既設道照明灯の光源及び灯数（別紙１）参照 
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（５）契約方式 

ギャランティード・セイビングス（自己資金型）契約 

   ※省エネルギー改修に係る初期投資を自治体が行い、自治体は実現する電気料等の削減

分を投資回収の原資とし、一部をＥＳＣＯサービスに対する報酬としてＥＳＣＯ事業

者に支払う契約。 

（６）契約期間

契約締結日から令和１６年３月 31 日まで 

（ＥＳＣＯサービス期間：令和６年４月１日から令和１６年３月３１日まで） 

   ※施工・電力申請は令和６年３月１５日までにすべて完了することとするが、随時、まと

まった数で電力申請を行うもの。 

（７）事業費限度額 

金 １７６，０００，０００円（消費税額及び地方消費税額を含む） 

ア 令和５年度支払額【初期投資費】 

   金 １１８，８００，０００円（消費税額及び地方消費税額を含む） 

イ 令和 6 年度以降の支払額【ＥＳＣＯサービス料】 

   金 ５７，２００，０００円（消費税額及び地方消費税額を含む） 

  ※税制度の変更及び業務対象数と現地調査結果に大きく乖離があった場合は、本市と協 

議を行うものとする。 

 

３．事業者の行う業務内容 
   事業者は、現在の設置状況を踏まえ、本市と合意した内容で国等における温室効果ガス等

の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律（平成１９年法律第５６号）第５条第２項

第３号に規定される省エネルギー改修事業（以下「ＥＳＣＯ事業」という。）として、自ら行

った提案（以下「ＥＳＣＯ提案」という。）を基に契約（以下「ＥＳＣＯ契約」という。）を

締結する。ＥＳＣＯ契約期間内においては、募集の要旨の目的達成のため整備する道路灯及

び公園灯（以下「ＥＳＣＯ設備」という。）を、善良なる注意義務をもって、以下の各種サー

ビス（以下「ＥＳＣＯサービス」という。）を提供するものとする。 

事業者の行う業務範囲は、次のとおりとする。 

（１） 現地調査 

ア 既設道路灯・公園灯の位置調査 

※所在地、引込柱、管理番号など設備管理上必要となる各種情報の調査 

※ＬＥＤ化済みも含む。  

イ 既設道路灯・公園灯の設備調査 

※灯具の種類、ワット数、ランプの種類、引込方法（単独、分電盤）、アダプターの有無

等 

 ウ  既設道路灯・公園灯の専用柱、電柱共架アームの劣化判定 

※老朽化と判定された場合は、対応について本市と協議する。 

（２）電力契約の照合・申込み 
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ア  電力会社との緊密な連携による道路灯・公園灯に係る電力契約の調査照合及び現地調査

結果の突合  

イ  電力契約と道路灯・公園灯との相違の把握・整合 

※設備があって電力契約がないもの、若しくは電力契約があって設備がないもの、電力

契約があって設備内容が違うものを選別し、電力会社及び本市と緊密な協議を行い、両

者の整合を図る。 

ウ  ＬＥＤ化に伴う契約変更の申込み及び前号イで把握した相違に関わる新設又は減設及

び変更申込み 

エ  電力契約の突合調査結果及び新設又は減設申込み完了報告書の提出 

（３）ＥＳＣＯ設備管理用地図データの作成・更新 

ア  地図情報システム（以下「ＧＩＳ」という。）への登録を前提として、日本測地系若し

くは世界測地系データに基づくデジタルマップに、前項（１）から（２）までの現地調

査や照合の結果を反映させた管理用地図データの作成 

イ  ＥＳＣＯ契約期間中におけるデータ（地図及び台帳）の定期的更新作業 

（４）ＥＳＣＯ設備管理プレートの設置 

ア  前項（３）アにより作成するデータをもとに、管理番号を表記したプレートを設置する  

  ものとし、その他の記載内容については別途協議を行う。 

イ 使用するプレートは、ステッカ一等でも構わないが、紫外線などによる耐候性能を有し

ているものとする。 

ウ  プレートの刻字は、劣化がほとんどなく、文字の視認が容易であること。また、プレー

トの設置位置については、樹木等の周辺状況を勘案し、見やすい位置とすること。 

（５）ＥＳＣＯ設備の改修に係る計画・施工及び施工管理 

ア 関係行政幾関の指導及び関係諸法規を遵守しつつ、本業務のメリットを最大限に享受で

きる施工計画の策定及び施工・施工管理を実施する。 

イ 関係行政機関の指導及び関係諸法規を遵守しつつ、近隣住民や交通に配慮した施工計画

の策定及び施工・施工管理を実施する。 

ウ  関係行政機関の指導及び関係諸法規を遵守しつつ、作業者の安全と作業負担に十分配慮

した施工計画の策定及び施工・施工管理を実施する。 

（６）既設設備の撤去・リサイクル並びに廃棄処分 

ア  関係行政機関の指導及び関係諸法規を遵守しつつ、撤去工事の施工及び施工管理を実施

する。 

イ  撤去した設備（灯具本体、グローブ、専用柱、電柱共架アーム、根巻コンクリート等）

については、環境保護の観点から、リサイクルの具体的な方法について撤去品を項目ご

とに報告すること。 

（７）ESCO 設備の維持管理・保証 (無償修繕等) 

  ア  事業者は、本市からの修繕依頼に基づき、ＥＳＣＯ設備の調査・修繕を行う。 

  イ 新設・移管により新規追加される道路灯・公園灯についても、ＧＩＳデータへの登録を 

    行うなど維持管理を行う。 
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ウ  事業者は、ＥＳＣＯ設備に関する本市からの連絡(新設・撤去・移設などの結果につい

て)を受付け、ＧＩＳデータを更新する。また、前号ア、イについても同様とする。 

工  事業者は、本市または住民からの連絡受付のための専用窓口を設置し、ＥＳＣＯ設備の

修繕依頼を受付けること。なお、修繕については依頼を受けた日から起算して原則３営

業日以内に実施するものとするが、積雪時などで修繕することが困難な場合は本市と協

議すること。ただし、緊急的な初期応動が必要な場合（倒壊した専用柱が道路または公

園を塞いでいる場合等）は、速やかに本市に報告するとともに応急的な対応作業を実施

するものとする。その際に生じる費用は、その損害の原因により事業者又は本市が負担

することとする。 

オ  事業者が費用を負担する場合は次のとおりとする。  

(ア) ＥＳＣＯ設備の製品としての不具合によるもの 

(イ) ＥＳＣＯ設備導入時の施工不良による故障 

(ウ) ＥＳＣＯサービス期間中の事業者による施工不良による故障又は破損 

(エ) 火災、落雷、破損、盗難、雪害、風害、悪戯、破壊行為、台風等による洪水、高潮、

水害、土砂崩れ、電気的又は機械的故障など、偶然、外来、かつ急激な事故によって

生じた障害 

カ  本市が費用を負担する場合は次のとおりとする。 

(ア) 清掃、近接樹木の伐採、除雪など、本市又は本市の依頼作業による作業者の責にて発

生した損害 

(イ) 車両等の接触や衝突にて生じた損害 

(ウ) 地震、噴火及びこれらに起因する津波による損害 

 (エ) 戦争、暴動、変乱による損害 

 (オ) その他、上記オ以外で事業者の責に因らない損害 

なお、事業者はＥＳＣＯ設備の修繕の実施結果及びＥＳＣＯ設備の維持管理状況を

毎月データにて報告を行い、四半期ごとに打合せを行うこととする。本市は、維持

管理が計画的でなく、若しくは不十分であると認められるときは、事業者に対して

必要な措置を命ずる場合がある。 

（８）省エネルギー量の計測・検証 

ア  事業者は、ＥＳＣＯ提案により示した電気料金等削減額及び削減補償額が確実に守られ

ていることを証明するための適切な検証方法を本市に提示し、ＥＳＣＯ契約期間中にお

いて、ＥＳＣＯサービス導入によるコスト削減効果の検証を行うものとする。 

イ  事業者は、前号アの検証の結果並びに修理・交換等の記録を毎年本市に報告し、本市は

当該報告の内容を確認する。 

（９）契約終了後のＥＳＣＯ設備の所有権の帰属 

令和６年４月末の事業者への初期投資費支払いをもって、ＥＳＣＯ設備の所有権は本市に

帰属するものとする。 

(1 0) 設備の更新等 

ア 既設道路灯において、電柱添架されている照明灯を移設する必要が生じることもあるの
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で、電柱管理者等から要請があった場合は、期限内に対応すること。なお、１０年間で

３６回の移設を見込むものとする。 

イ 老朽化している既設道路灯・公園灯の照明柱については、LED 化工事期間中に併せて更

新を見込むものとする。提案時における改修費の算出には、既存基礎を活用することと

し、道路照明用ポール（１灯用標準ポール、直線形、８ｍ用、ベース式露出型、亜鉛メ

ッキ後指定色塗装）１０基を見込むものとする。 

ウ 道路灯・公園灯の移管に伴う灯具登録費を見込むものとする。 

(１１) その他 

ア 既設道路灯・公園灯の調査及びＬＥＤ化工事が予定の工期内に完了が見込めない事象が

発生した場合には、本市と協議するものとする。 

イ 既設の特殊な形状のデザイン灯等についても、ＬＥＤ灯具に交換すること。 

 

4．応募条件 
（１）応募要件 

ア  応募者は、ＥＳＣＯ事業を行う能力を有する単独企業又は共同企業体(以下「グループ」

という。) とする。 

イ グループで応募する際は、事業役割を担う代表者を１者選定し、その代表者が本市との

連絡窓口となり、遂行の責を負うものとする。 

ウ  グループで応募する際は、応募者の事業役割、施工役割、維持管理役割、その他役割の

構成員全てを明らかにし、その役割分担を明確にすること。 

工  事業役割を担う者は、自治体の所有する道路灯・公園灯などのＥＳＣＯ事業又はリース

事業等での請負実績が 1 事業あたり １，０００基以上の実績を有していること。 

※実績については、完成引渡が完了しているものを指し、グループの場合は構成員のう

ち 1 者がその実績を有していれば良い。 

オ  調査・施工・電力申請が令和６年３月１５日までにすべて完了できること。 

カ  グループの代表者は、応募を含むそれ以降の提案に係る諸手続き、及び契約等に係る諸

手続きを行うものとする。 

キ  応募者は、環境関連法令を遵守しなければならない。 

ク  調査・施工・維持管理については、市内工事業者を活用し、本業務における地域経済へ

の波及効果を図ること。また、市内工事業者を活用したことを本市が確認できる記録（工

事発注書等）を保管すること。 

（２） 応募者の役割 

ア  応募者は、次の役割を全て担い、グループの場合は、各構成員が次の役割を分担するも

のとする。 

   (ア)事業役割  ・・・・・ 本市との対応窓口となり、契約等諸手続きを行い、業務遂

行の責を負う。 

   (イ)施工役割  ・・・・・ 施工に関する業務を全て実施する。 
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(ウ)維持管理役割 ・・・・ 契約期間中におけるＥＳＣＯ設備の維持管理を行う。 

(エ)その他役割 ・・・・・  上記（ア）から（ウ）以外の設計、ＥＳＣＯ設備供給、設

置状況の把握などに関する業務を各々実施する。 

イ  事業役割を担う応募者が複数の企業で構成される場合は、企業間の事業役割に関する合

意書（任意形式）を、別途本市に提出すること。なお、その合意書には事業役割の構成

企業全体が、本市に対し連帯責任を負う旨を示す条項を含むこと。 

（３）応募者の資格要件 

応募者（グループの場合は（２）アに規定される役割を分担する全ての構成員）は、次に

掲げる資格要件を満たすこと。 

ア  小松市における工事等契約に係る競争入札参加者の資格審査及び指名基準取扱要綱（平

成 ２６年１２月１日施行）の規定に基づき、小松市一般業務競争入札参加資格者名簿

（以下「資格者名簿」 という。）に登録(業種は不問)されている者であること。なお、

新規登録を希望する場合は、公表日から参加申込書の提出期限までの間に、小松市一般

業務競争入札参加資格審査申請書を本市管財課に申請し、受理されていること。 

イ 公表日から受託候補者特定の日までの間において、小松市建設工事等請負業者の指名停

止に関する要領（平成２７年７月１日施行）による指名停止又は指名除外を受けている

者でないこと。 

ウ  地方自治法施行令（昭和２２年政令第 1 6 号）第１６７条の４第１項の規定に該当して

いないこと。 

エ 破産法（平成１６年法律第７５号）の規定により破産の申し立てがなされていないこと。 

オ  会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申し立てをしている

者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成１１年法律第

２５５号）に基づく再生手続開始の申し立てをしている者（再生手続開始の決定を受け

ている者を除く。）でないこと。 

カ 役員（役員として登記又は届出はされていないが事実上経営に参画している者を含む。以下

この号において同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この号におい

て同じ。）若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる

者でないこと。 

キ 参加申込み時点において、当該プロポーザルに参加しようとする他の者との間に、次の  

いずれかに該当する資本的関係又は人的関係がない者であること。 

（ア）親会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第 2 条第４号の親会社をいう。 

    以下同じ。）と子会社（会社法第２条第３号の子会社をいう。以下同じ。）の関係 

     （個人事業主又は会社の役員が他の会社の議決権総数の過半数を所有する場合における、  

       当該個人事業者又は当該役員に係る会社との関係を含む。） 

（イ）親会社（個人事業主又は会社の役員が他の会社の議決権総数の過半数を所有する場合に  

    おける、当該個人事業者又は当該役員に係る会社との関係を含む。）を同じくする子会 

       社同士の関係。 
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（ウ）一方の会社の役員（個人事業主を含む。）が他方の会社の役員を現に兼ねている関 

    係。 

（エ）一方の会社の役員（個人事業主を含む。）が他方の会社の管財人（会社更生法第６７ 

   条第 1 項又は民事再生法第６４条第２項の規定により選任された管財人をいう。）を現 

   に兼ねている関係。 

ク  当該プロポーザルにおいて、事業協同組合（中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８  

  １号）第３条又は中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律１８５号）第３  

  条に規定する組合又は団体をいう。）として参加する場合は、その組合員又は会員では 

  ないこと。 

 

5．応募に関する留意事項 
（１） 費用負担 

応募に関するすべての書類の作成及び提出に係る費用は、応募者の負担とする。 

（２） 本市からの提供書類の取扱い 

本市が提供する書類は、応募に係る検討以外の目的で使用してはならない。 

（３） 提出書類の取扱い・著作権 

提出書類の著作権はそれぞれの応募者に帰属するが、提出書類は返却しないものとする。

また、本市は応募者に無断で本募集以外の目的で提出書類を使用し、情報を漏らしたり

することはない。 

（４） 応募者の複数提案の禁止 

応募者は一つの提案しか行うことができない。 

（５） 複数の応募者の構成員等となることの禁止 

応募者の構成員は、他の応募者の構成員となることはできない。 

（６） 構成員の変更の禁止 
応募者の構成員の変更は認めない。ただし、やむを得ない事情が生じた場合は、本市と
協議を行い、本市がこれを認めたときはこの限りではない。 

（７） 提出書類の変更の禁止 
応募者は、提出した書類の変更はできない。なお、本提出書類について後日参考資料を
求めることがある。 

（８） 虚偽の記載の禁止 
参加申込書又はＥＳＣＯ提案書に虚偽の記載をした場合は、参加申込書又はＥＳＣＯ
提案書を無効にする。 
 

６．ＥＳＣＯ事業実施に関する事項 
（１）誠実な業務遂行 

ア 事業者は、募集要項、配布資料及び契約書に基づく諸条件に沿って、誠実に業務を遂行す
ること。 

イ  業務遂行にあたって疑義が生じた場合には、本市とＥＳＣＯ事業者の両者で誠意をもって協
議することとする。 

（２）ＥＳＣＯ契約期間中の事業者と本市との関わり  
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ＥＳＣＯ事業は、事業者の責により遂行され、本市はＥＳＣＯ契約書に定められた方法によ

り、業務実績状況について確認を行う。 

（３）本市と事業者との責任分担 

   ア 基本的な考え 

        ＥＳＣＯ提案が達成しないことによる損失は、原則として事業者が負担し、事前に協議  

     すること。ただし、天災や経済状況・運営状況の大幅な変動など、事業者の責に因らな 

     い合理的な理由がある場合は、別途協議を行うものとする。 

      イ 予想されるリスクと責任分担 
本市と事業者の責任分担は、原則として「表：予想されるリスクと責任分担」（以下 
「分担表」という 。）によることとし、応募者は負担すべきリスクを想定したうえで
ＥＳＣＯ提案を行うものとする。なお、分担表に該当しない事項が発生した場合には、
別途協議を行うものとする。 

ウ  契約の締結が困難となった場合における措置 
    受託候補者が詳細協議実施後、基本契約の締結が困難になった場合、以下の措置を講

ずるものとする。 
     （ア）ＥＳＣＯ提案書と維持管理計画書の内容が大きく乖離した場合など、受託候補者の              

            責により契約できない場合は、本市は受託候補者に対し、それまでに要した費用を請            

      求することができるものとする。   

     （イ）指示により業務が中止された場合は、事業者はそれまでに要した金額を上限に、本市   

      と協議のうえ合意した金額を請求できるものとする。なお、基本契約締結後に業務の 

           継続が困難となった場合の措置については、契約書において定めるものとする。 
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表：予想されるリスクと責任分担 

リスクの種類 リスクの内容 
負担者 

市 事業者 

共通 

募集要項の誤り 募集要項の記載事項に重大な誤りのあるもの 〇  

効果保証の未達 ＥＳＣＯ提案の低減が達成できない場合 

（本業務の提案が達成できない場合） 
 

〇 

安全性の確保 設計・工事・維持管理における安全性の確保  〇 

環境の保全 設計・工事・維持管理における環境の保全  〇 

制度の変更 法令・許認可・税制の変更 協議 

事業の中止・延期 本市の指示によるもの 〇  

周辺住民等の反対によるもの 協議 

事業に必要な許可等のうち事業者が取得すべきものの

取得遅延によるもの 
 〇 

本市の不注意等による建設許可等の遅延によるもの 〇  

事業者の業務放棄、破綻によるもの  〇 

本市の業務放棄、破綻によるもの 〇  

保険 維持管理期間の故障等リスクを保証する保険  〇 

計画 

・ 

設計 

段階 

不可抗力 天災等による設計変更・中止・延期 協議 

物価の変動 急激なインフレ・デフレ 

（設計費に対して影響のあるもののみを対象とする） 
協議 

設計変更 本市の提示条件、指示の不備によるもの 〇  

事業者の指示・判断の不備によるもの  〇 

応募コスト 応募コストの負担  〇 

資金調達 必要な資金の確保に関すること 〇  

予定した補助金等が獲得できない 〇  

建設 

段階 

第三者賠償 調査・建設における第三者への損害賠償義務  〇 

不可抗力 天災等による設計変更・中止・延期 協議 

物価の変動 急激なインフレ・デフレ 

（建設費に対して影響のあるもののみ対象とする） 
協議 

立ち入り許可 合理的な事由に因らない場合であって、必要な施設へ

の立ち入り許可がおりない場合の業務未遂行 
〇 

 

設計変更 本市の提示条件、指示の不備によるもの 〇  

事業者の指示、判断の不備によるもの  〇 

工事遅延・未完工 本市の責による工事遅延・未完工による引き渡しの延期 〇  

事業者の責による工事遅延・未完工による引き渡しの

延期 

 
〇 

工事費増大 本市の指示・承諾による工事費の増大 〇  

事業者の判断の不備によるもの  〇 

性能 要求仕様不適合（施工不良含む）  〇 

一時的損害 引き渡し前に工事目的物に関して生じた損害  〇 
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引き渡し前に工事に起因し施設に生じた損害  〇 

用地の確保 資材置き場の確保  〇 

支払 

関連 

支払遅延・不能 本市の責よる、支払いの遅延・不能によるもの 〇  

計測・検証報告の遅延により支払いを保留する場合  〇 

省エネルギー保証行為の不履行  〇 

維持 

管理 

関連 

設計変更 用途の変更等、本市の責による業務内容の変更 〇  

事業者が必要と考える計画変更  〇 

立ち入り許可 合理的な事由に因らない場合であって、必要な施設へ

の立ち入り許可がおりない場合の業務未遂行 
〇 

 

維持管理費の上

昇 

事業者の責による維持管理費用の増大 
 

〇 

第三者賠償 維持管理における第三者への損害賠償義務 協議 

ＥＳＣＯ設備の

損傷 

本市の過失又は本市の施設に起因するＥＳＣＯ設備の

損傷 
〇 

 

事業者の故意・過失に起因するＥＳＣＯ設備の損傷  〇 

本市の施設の損

傷 

事業者の故意・過失、又はＥＳＣＯ設備に起因する本市

の施設・設備の損傷 
 

〇 

不可抗力以外その他の起因による本市の施設・設備の

損傷 
〇 

 

契約不適合 ＥＳＣＯ設備に関する契約不適合責任  〇 

不可抗力 ３．事業者の行う業務内容（７）ＥＳＣＯ設備の維持管

理・保証（無償修繕等）オによる 
 〇 

３．事業者の行う業務内容（７）ＥＳＣＯ設備の維持管

理・保証（無償修繕等）カによる 
〇 

 

計測 

検証 

 

設備の不良 ＥＳＣＯ設備が所定の性能を達しない場合  〇 

計測・検証 計測・検証報告の疑義  〇 

計測・検証に必要な本市からの情報提供の遅延・不

能 
〇 

 

光熱水費単価の

変動 

電気料金単価の変動 
〇 

 

ベースラインの

調整 

機器の使用状況、稼働率の顕著な変動や運転管理方

法の顕著な変更 
〇 

 

気候の大幅な変動による、当初の機器仕様の動作温

度を超え、ESCO 設備が所定の性能を達しない場合 
〇 

 

上記以外の変動要因の場合 協議 

保証 

関連 

性能 要求仕様不適合（施工不良を含む）  〇 

仕様不適合による施設・設備への損害、本市の施設

運営・業務への障害 

 
〇 
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７．ＥＳＣＯ事業者選定の流れ 
（１）応募者の要件 

本ＥＳＣＯ提案募集への応募者は、「４．応募条件」で定める資格要件を満たす者とする。 

（２）応募資格要件の確認及び提案要請  

参加申込した者の応募資格要件を確認し、条件を満たした応募者に対し、提案書の提出を

文書で要請する。 

（３）最優秀提案及び優秀提案の選定 

小松市道路・公園照明灯ＬＥＤ化事業業務に係るプロポーザル審査委員会（以下「委員会」

という。）により提案内容を審査し、最優秀提案１者及び優秀提案１者を選定する。 

（４）詳細協議 

    最優秀提案をした者は受託候補者となり、電気料金等削減の詳細判断、最終提案書作成及

び契約書を締結するまでの諸条件について、本市と詳細協議を進めるものとする。 

（５）事業者の選定 

    受託候補者は本市と協議を行い、協議が整えばＥＳＣＯ契約を締結し契約事業者となる。

受託候補者と協議が整わない場合は、優秀提案をした者との詳細協議を行う。なお、契約

までの費用については受託候補者の負担とする。 

（６）事務局 

本ＥＳＣＯ提案募集に係る事務局は次のとおりとする。 

担当窓口：小松市都市創造部道路課 

所 在 地： 〒９２３ʷ８６５０ 小松市小馬出町９１番地 

電  話  ：０７６１ʷ２４ʷ８０８８ 

ＦＡＸ ：０７６１ʷ２３ʷ６４０３ 

メール  ；road-ka-b@city.komatsu.lg.jp 
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８．ESCO 事業全体スケジュール（予定） 

（１）ＥＳＣＯ事業者は次の日程（予定）で行う。 

 項目 日程 

①  募集要項の公表（小松市 HP にて掲載） 令和 ５年 ６月１９日（月） 

②  募集要項に関する質問の受付 令和 ５年 ６月１９日（月）から 

令和 ５年 ６月２６日（月）まで 
開庁日の午前９時００分から正午、午後１時００

分～午後５時００分 

③  質疑回答 令和 ５年 ６月３０日（金） 

④  参加申込書及び資格確認書類の受付 令和 ５年 ７月 ７日（金）から 

令和 ５年 ７月１３日（木）まで 
開庁日の午前９時００分から正午、午後１時００

分～午後５時００分 

⑤  応募者資格確認結果、提案要請書の通知 令和 ５年 ７月２０日（木） 

⑥  提案書の受付 令和 ５年 ７月２０日（木）から 

令和 ５年 ７月３１日（月）まで 
開庁日の午前９時００分から正午、午後１時００

分～午後５時００分 

⑦  プロポーザル審査委員会 令和 ５年 ８月１８日（金） 

⑧  選考結果通知、受託候補者の決定 令和 ５年 ８月２１日（月） 

⑨  詳細協議、事業計画書の作成 令和 ５年 ８月２１日（月）から 

令和 ５年 ９月 １日（金）まで 

⑩  契約締結 令和 ５年 ９月 ４日（月） 

⑪  現地調査 令和 ５年 ９月 中旬 から 

令和 ５年１１月 中旬 まで 

⑫  施工・電力申請 令和 ６年 ３月１５日（金）まで 

⑬  変更契約締結 令和 ６年 ３月 上旬  

⑭  施工完了報告 令和 ６年 ３月１９日（火） 

⑮  ＥＳＣＯサービス開始 令和 ６年 ４月 １日（月）から 
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９．ＥＳＣＯ提案募集の手続き 

（１） 募集要項の配布 

募集要項は、本市のホームページにて公表する。 

（２）募集要項に対する質問受付・回答 

本要項及び資料に関する質問の受付及び回答は、次のとおりとする。 

ア 質問の方法 

質問は、質問書（様式第１号）を使用すること。なお、受付は電子メールのみとし、電

話、ＦＡＸ、持参等は不可とする。（電子メール以外の方法で提出された質問には回答

しない。）質問１件につき１枚提出（送信）すること。なお、メール送信の際は、件名

を「小松市道路・公園照明灯ＬＥＤ化事業業務質問書」と記載し、メール送信後電話

でメールの到着を確認すること。 

イ 受付期間 

令和５年６月１９日（月）から 

令和５年６月２６日（月）まで  ※必着 

ウ 受付時間 

開庁日の午前９時００分から正午、午後１時００分～午後５時００分まで 

エ 質問への回答 

回答は、提出された質問を取りまとめて、令和５年６月３０日（金）に本市ホームペ

ージにて公表することとし、口頭による個別対応は行わない。なお、回答は本募集要

項と一体のものとして同等の効力を持つものとする。 

（３） 参加申込書及び資格確認書類の提出 

応募者は、次による参加申込書及び資格確認に必要な書類を持参する。 

ア 受付期間 

令和５年７月７日（金）から 令和５年７月１３日（木）まで 

イ 受付時間 

開庁日の午前９時００分から正午、午後１時００分～午後５時００分まで 

ウ 受付場所 

〒９２３ʷ８６５０ 石川県小松市小馬出町９１番地 小松市都市創造部道路課（２Ｆ） 

エ 参加申込時の提出書類 

次の提出書類に各々書類符号を付した表紙とインデックスを付け、Ａ４縦⾧ファイル

に綴じたものを４部（正１部、副３部）提出すること。  

（ア）参加申込書（様式第 2 号） 

企業名又はグループの代表企業名にて参加申込書を提出すること。 

（イ）グループ構成表（様式第 3 号） 

グループの構成員全てを明らかにし、各々の役割分担（事業役割、施工役割、維持 

管理役割、その他役割（分担名を記載すること））を明確にすること。また、構成員

の間で交わされた契約書又は覚書等の内容を添付すること。 

（ウ）印鑑証明書 
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（エ）商業登記簿謄本 

現に効力を有する部分の謄本で、受付日前３か月以内に発行されたものを綴じたも

のとすること。 

（オ）納税証明書 

最新決算年度の確定申告分の法人税、法人事業税の納税証明書を、各 1 通ずつ綴じ

たものとし、事務所が複数箇所ある場合には、本社所在地の官公庁で発行する納税

証明書を提出すること。 

（カ）財務諸表等 

 最新決算年度とその前年度の次に掲げる書類を綴じたもの。なお、写しでも可とす

る。 

・貸借対照表 

・損益計算書 

・株主資本等変動計算書 

  （キ）会社概要（様式第 4 号の 1 から第 4 号の 4） 

A4 版の大きさの用紙を使用し、企業設立年から現在までの営業の沿革及び主要な

営業経歴等、次の項目を網羅したものを１部綴じたものとすること。 

・設立年、代表者役職及び氏名、資本金、従業員数、年間売上金額、営業所一覧等

（様式第４号の１） 

・企業状況表（様式第 4 号の２） 

・有資格技術職員内訳表（様式第４号の３） 

・各役割の責任者業務実績表（様式第 4 号の４） 

（ク）特定建設業の許可証明書 

建設業法第３条第１項に規定する「特定建設業」又はこれに類する許可証明書を提

出すること。なお写しでも可とする。ただし、担当業務内容により審査を受ける必

要がない場合は、その旨を明示すること。 

（ケ）ＥＳＣＯ等関連事業実績一覧表（様式第 5 号） 

 様式に従い、次の項目を網羅した事業実績表を提出すること。なお、事業実績には

有償の省エネルギー診断を含めることができる。 

     ・業 務 名：契約書上の正確な名称を記載すること。 

     ・発 注 者：発注者名を記入すること。 

     ・受注形態：単独又はグループの別を記入すること。 

     ・契約金額：消費税等相当額を含む金額の総額を記入すること。（千円単位） 

     ・契約年月日：契約締結日を記入すること。 

     ・契約期間：契約の始期及び終期を記入すること。 

     ・施設概要：用途、構造・規模数量等、改修工事完了年月を記入すること。 

     ・主な契約内容：対象機器、全体の省エネルギー率、パフォーマンス契約の有無と種  

      類（ギャランティード・セイビングス、シェアード・セイピングス、リースの別） 

      保証の有無、計測・検証の有無も明記すること。 
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（コ）有資格者免許証の写し 

施工役割を担う会社の有資格者技術職員のうち、各代表１名分の資格者免許証 

（表・裏）の写しを提出すること。 

（サ）監理技術者資格者証の写し 

施工役割を担う会社における監理技術者資格者証（表・裏）の写しを提出すること。 

（シ）暴力団員などに該当しないことの誓約書及び同意書（様式第 6 号の１）並びに役員

等氏名ー覧表（様式第６号の２） 

グループでの応募の場合は、応募者全ての構成員について提出すること。 

（４）参加資格確認結果及び提案要請書の通知 

参加資格の結果（資格の有無）は、文書（電子メール）で本市から応募者（代表者) に通

知する。なお、提案書の提出者として資格が確認された者については、次のとおり提案要

請書を郵送する。 

ア  通知日  令和５年７月２０日（木） 電子メール 

イ  郵送日  令和５年７月２０日（木） 発送 

（５）提案書の提出 

提案要請書を通知された応募者は、本市が提供する配布資料に示す資料を基に、「１２．

ＥＳＣＯ提案提出書類・作成要領」に従い、ＥＳＣＯ事業提案書を作成し、事務局へ持参

する。 

  ア  受付期間 

令和５年７月２０日（木）から 

令和 5 年７月３１日（月）まで 

イ  受付時間 

開庁日の午前９時００分から正午、午後１時００分～午後５時００分まで 

ウ  提出書類 

「１２．ＥＳＣＯ提案提出書類・作成要領」によるものとする。 

（６）参加を辞退する場合 

提案要請書を交付された応募者が以降の参加を辞退する場合は、提案書受付の締切日の

前日までに、提案辞退届（様式第 7 号）を１部、事務局に持参又は郵送（配達証明付き

内容証明郵便）で提出すること。 

（７）失格 

 次のいずれかに該当した場合は失格とする。 

ア  参加資格要件を満たしていない場合 

イ  提出書類に虚偽の記載があった場合 

ウ  審査結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

エ  本募集要項に違反すると認められる場合 
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１０．配布資料 
（１） 配布資料の内容 

応募者に配布する資料は次のとおりとする。 

ア 既設道路灯・公園灯の概要 

イ 既設道路灯・公園灯の維持管理費等（電気料、修繕費等）の令和４年度実績額及び内

訳  

ウ  既設道路灯・公園灯の管理データ（受電電柱、電力会社お客様番号、ワット数等） 

（２） 配布要領 

ア  配布方法  

参加申込書及び資格確認に必要な書類を提出した応募者に無償で配布する。 

イ 配布期間 

令和５年６月３０日（金）から 令和５年７月２０日（木）まで 

ウ 受付時間 

  開庁日の午前９時００分から正午、午後１時００分～午後５時００分まで 

エ 配布場所 

〒９２３ʷ８６５0 石川県小松市小馬出町９１番地 小松市都市創造部道路課  

 

１１．ＥＳＣＯ提案書における提示条件 
応募者は、次の条件に基づきＥＳＣＯ提案書を作成する。 

（１） ギャランティード・セイピングス（自己資金型）契約を実施できること。なお、ここで

いうギャランティード・セイビングス契約とは、省エネルギー改修に係る初期投資を本

市が行い、本市は実現する電気料金等の削減分を投資回収の原資とし、一部をＥＳＣＯ

サービスに対する報酬としてＥＳＣＯ事業者に支払う契約のことを指す。 

（２）本市の初期投資によりＥＳＣＯ設備への改修を行い、毎年のＥＳＣＯサービス料が本市

の希望する金額以下であること。 

（３） 現地調査・施工・電力申請が令和６年３月１５日までにすべて完了できること。 

（４） ＥＳＣＯ契約のとおり電気料金等の削減ができない場合は、その分を補償できること。 

（５） 本市が定めた灯具仕様及び同設置仕様に応じた製品を使用すること。 

（６） ＬＥＤ灯具以外にＥＳＣＯサービスを実施するうえで必要なＥＳＣＯ設備についても

対応すること。 

（７） 本市の計画に基づき工事を遂行できること。 

（８） 本市内経済への貢献度については、手法等について具体的に示すこと。 

（９） ＥＳＣＯ設備維持管理計画書を提出し、本市の承諾した維持管理計画に基づいて維持管

理を行うこと。また、維持管理に係る経費は原則として事業者負担とする。 

（10） その他、この要領に定めることのほか、ＥＳＣＯ提案の募集等の実施にあたって必要な

事項が生じた場合には、応募者に通知する。 

（11） 「８．ＥＳＣＯ事業全体スケジュール（予定）」で示した工事期間内に工事が完了しな
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い場合、ＬＥＤ化工事が完了するまで電気料金を含む遅延に起因する費用は事業者が負

担すること。ただし、天候不順等の理由により工期の延⾧を検討する必要が生じた場合

は、工事施工業者への安全確保の見地から、本市と協議を行うものとする。 

 

１２．ＥＳＣＯ提案提出書類・作成要領 
（１） ＥＳＣＯ事業提案時の提出書類 

次の提出書類に、各々の書類符号を記した表紙とインデックスを付け、A4 縦⾧ファイル

に綴じたものを７部（正１部、副６部）提出すること。 

①  提案書提出届 （様式第８号） 

②  提案総括表  （様式第９号の 1 から第９号の３） 

③  現地調査及び電力契約の調査・照合等に関する提案書 （様式第１０号） 

④  ESCO 設備管理用地図データに関する提案書 （様式第１１号） 

⑤  使用機器提案書 （様式第１２号） 

⑥  事業資金計画書 （様式第１３号の１から第１３号の２） 

⑦  維持管理等提案書 （様式第１４号の１から第１４号の２） 

⑧  業務工程計画書  （様式第１５号） 

⑨  工事中の対応・廃棄リサイクル計画書 （様式第１６号）  

⑩  計測・検証計画書  （様式第１７号） 

⑪  市内工事業者の活用に関する提案書 （様式第１８号） 

⑫  契約終了後の対応 （様式第１９号） 

（２）作成要領 

ア 一般事項 

（ア） 使用言語は日本語、通貨は日本国通貨、単位は測量法に定めるものとし、すべてを

横書きとする。なお、原則としてフォントは「MS 明朝体」1 2 ポイントで統一す

ること。 

（イ）提案書提出届（様式第８号）により、提出書類の構成を示したうえで、各提出書類

をＡ４縦⾧ファイルに綴じたもので提出すること。なお、Ａ４版以外の様式につい

ては、Ａ４版サイズに折り込むこと。 

（ウ）エネルギーに関する換算値 

エネルギーに関する計算においては、次の換算値で行うこと。 

エネルギー種別 １次エネルギー換算 ＣＯ2 排出係数 

電気 ９．７６（ＭＪ／ｋｗｈ） ０．４８４（ｋｇʷＣＯ2・単位） 

 

（エ）各提案書類における消費税額及び地方消費税額は、１０％とすること。 

イ 個別事項 

（ア）提案書提出届（様式第８号） 

（イ）提案総括表（様式第９号の１から第９号の３） 
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a  提案の概要（様式第９号の１） 

  提案の全体像が分かるよう概要を記載するとともに、創意工夫している点について記

載すること。（Ａ４版３枚以内とし、図表の記載も可とする。） 

b  改修提案項目一覧表（様式第９号の２） 

省エネルギー実施項目ごとに電気料金削減額、維持管理費削減額、年間削減額、工事

他投資額、単純回収率について記載すること。 

c  契約内容提案書（様式第９号の３） 

ＥＳＣＯサービス期間における事業収支を記載すること。 

（ウ）現地調査及び電力契約の調査・照合等に関する提案書（様式第１０号） 

既設道路等・公園灯の設置位置や引込方法等の調査方法等、電力契約の調査・照合方

法等について記載すること。（Ａ４版３枚以内とし、図表の記載も可とする。） 

（エ）ESCO 設備管理用地図データに関する提案書（様式第１１号） 

管理システムの仕様、管理するデータ内容及び地図データの様式等管理項目、及びデ

ータ更新、提出の頻度について記載すること。（Ａ４版４枚以内とし、図表の記載も

可とする。） 

（オ）使用機器提案書（様式第１２号）  

使用するＬＥＤ灯の機器性能（配光曲線と上方光束比を含むこと）、提案する使用機

器による電気料金削減効果及び維持管理費削減効果、本市の利益を考慮した機器選定

に関する工夫について記載すること。（Ａ４版５枚以内とし、図表の記載も可とする。） 

（カ）事業資金計画書（様式第１３号の１から第１３号の２） 

a  事業収支計画書（様式第１３号の１） 

契約期間における本市の事業全体に関する収支計画を作成すること。（Ａ３版横書き

で作成すること。） 

b  工事予算等経費計画書 （様式第１３号の２） 

初期投資に係る費用を記載のうえ、内訳を添付すること。 

（キ）維持管理等提案書（様式第１４号の１から第１４号の２） 

a  維持管理等提案書（様式第１４号の１） 

・維持管理計画書  

ＥＳＣＯ設備の維持管理業務に関する計画内容について記載すること。また、コスト 

削減及びサービス水準の向上や保証の面で、工夫している点、加入する賠償保険の内

容等について記載すること。加えて、ＥＳＣＯ設備の修繕に関する月次実績報告書式

の案を添付すること。（Ａ４版５枚以内とし、図表の記載も可とする。） 

・維持管理費見積書 

毎年かかる経費を記載し、その算出根拠を示すこと。なお、別途作成する内訳がある

場合は添付すること。 

ｂ 維持管理等提案書（様式第１４号の２） 

・緊急時対応計画書  

事故発生時や災害発生時を含む緊急時の対応について、体制や方法等を具体的に記載
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すること。  

・通常時対応計画書 

日常の不具合等への対応について、体制や方法等を具体的に記載すること。（Ａ４版

３枚以内とし、図表の記載も可とする。） 

（ク）業務工程計画書（様式第１５号） 

調査、施工及び電力申請の工程計画、また、工程管理において特に重要と判断する

事項について提案があれば記載すること。（Ａ４版３枚以内とし、図表の記載も可と

する。） 

（ケ）工事中の対応・廃棄リサイクル計画書（様式第１６号） 

工事施工に関する、施工体制、電気料金契約の更新体制、既設道路灯・公園灯撤去後  

の処理方法及び本市に対する報告書式案、また、その他安全管理、工程管理、品質管

理等において特に重要と判断する事項や本市の利益創出に繋がる提案があれば記載 

すること。（Ａ４版５枚以内とし、図表の記載も可とする。） 

（コ）計測・検証計画書（様式第１７号） 

・エネルギー削減効果の測定・検証方法  

エネルギー削減保証量が確実に達成されていることを証明するための適切な計測・

検証方法を示すこと。 

・計測・検証費用見積 

毎年かかる経費を記載し、その算出根拠を示すこと。なお、別途作成する内訳があ

る場合は、添付すること。 

・ その他 

計測・検証業務を行ううえで、コスト削減及びサービス水準の向上等の視点で工夫

している点があれば記載すること。（Ａ４版２枚以内とし、図表の記載も可とする。） 

（サ）市内工事業者の活用に関する提案書（様式第１８号） 

本業務における市内工事業者の積極的な活用について、具体的に記載すること。（Ａ

４版３枚以内とし、図表の記載も可とする。） 

（シ）契約終了後の対応（様式第１９号） 

ＥＳＣＯ設備の引渡し及びＥＳＣＯ契約期間終了後の対応、ＥＳＣＯ設備の取扱い

について記載すること。（Ａ４版２枚以内とし、図表の記載も可とする。） 

 

１３．審査及び審査結果の通知 
（１）審査 

別に定める委員会が、事業資金計画、使用機器及びＥＳＣＯ設備管理用地図データ、維

持管理、環境・安全性への配慮、本市経済への寄与、機器や省エネ保証などの観点から

総合的な審査を行い、最優秀提案１者、優秀提案１者を選定する。なお、審査において

は次の事項を重視する。 

ア 本市の計画通り事業実行が可能であることが具体的に確認できること。 

イ ＥＳＣＯサービス料総額（本市の支出）が少ないこと。 
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ウ  市内工事業者を活用する等、本市地域経済への寄与に貢献できる提案であること。  

エ  計画通り実行できない場合の電気料金等削減保証が確実なこと。 

オ  ＥＳＣＯサービス料の内訳が明瞭かつ妥当であること。 

カ  既設道路灯・公園灯の現地調査の精度を高めることについて、工夫又は独自の提案が 

あること。 

キ  本市が管理している既設道路灯・公園灯に対し、本市の管理情報、電力会社の契約情  

    報、事業者による現地調査にて十分に確認を行い、不整合を最小限とする提案がある 

    こと及びその提案内容。 

ク  本市特有の地域特性を考慮していること。 

ケ  ＬＥＤ化工事期間中の道路・公園の安全確保対策及び道路通行者や公園利用者への 

    配慮がなされていること。 

コ  現地調査やＬＥＤ化工事期間中において、老朽化により危険性のある専用柱、電柱共 

    架アーム等の対応について提案があること及びその提案内容。 

サ  周辺住民・道路通行者・公園利用者・災害時の避難者に対し、道路・公園として必要 

    な照度とその分布を維持しながら、できるだけ眩しさの軽減対策を講じた提案であ 

    ること及びその提案内容。 

シ  適切な夜間照度を確保することを目指し、設置場所の地域特性に応じた灯具選定が 

    できる提案であること及びその提案内容。 

ス  景観や近隣の住環境等に配慮すべき場所において、灯具の形状や、光色・照度・上方 

    光束比等の仕様に関し、過剰照明による農作物への影響や設置場所の周辺環境への 

    影響を考慮した提案があること及びその提案内容。 

セ  灯具が設置実績のある国内メーカーの製品であること。 

ソ  維持管理やデータ管理等において、具体的な提案があること及びその提案内容。 

タ  廃棄物の処理・リサイクル計画が具体的かつ十分であること。 

チ  ＥＳＣＯ契約期間終了後の対応について、提案があること及びその提案内容。 

ツ  個人情報の管理体制が準備されており、個人情報保護に配慮されていること。 

テ  提案が全体としてバランスが良く優れていること。 

ト  調査・施工・電力申請が期限内に完了できるよう、業務工程が管理されていること。 

※ＥＳＣＯ契約締結のための詳細協議時には、令和４年度の修繕費用と電気料金単

価を参考にベースラインを設定する。 

（２）審査の流れ 

ＥＳＣＯ提案の審査にあたっては、次の要領で行う。 

ア  提案者が５者以上あり、受託候補者の特定に著しい支障があると認められる場合は、

委員会において、あらかじめ前項の評価項目について事前評価を行い、原則として当

該評価結果の上位５者がプレゼンテーション等による審査・評価を受けることができ

るものとする。 

イ プレゼンテーションの出席者は１者につき６名以内とする。 

ウ 応募者は提案書をもとに２５分を上限に口頭によるブレゼンテーションを行う。その
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後、審査委員による質疑応答を１５分程度行う。 

エ プレゼンテーションは、令和 5 年８月中旬に開催予定とする。なお、会場は小松市公

会堂会議室とし、詳細は応募者に別途通知する。 

オ 応募者からの提案書類及びプレゼンテーションをもとに、提案内容の実行能力を審査

する。 

カ 審査の結果、審査委員が定めた順位を参考に審査会で審議した後、審査委員から最も

多く第１位の順位を獲得した事業者を、最優秀提案者とし、ＥＳＣＯ契約締結に向け

て受託候補者とする。 

  なお、複数の事業者において、第１位の順位獲得数が同数の場合には、当該事業者に

おいて第２位の順位獲得数の多い事業者を上位とする。また、第１位の順位獲得数及

び第２位の順位獲得数いずれも同数の場合には、当該事業者において、各審査委員の

評価得点の合計が最も高い事業者を上位とする。 

キ プレゼンテーションの際、応募者は必要に応じて本市が用意したパソコン、プロジェ

クター及びスクリーンを使用することができる。その際は、プレゼンテーション資料

を実施日までに記録媒体（ＵＳＢメモリ一、ＣＤʷＲＯＭ等）で提出すること。なお、

提出する記録媒体についてはウィルスチェックを確実に行うこと。 

（３）審査結果の通知 

ア  審査結果は提案者に文書で通知し、電話や電子メール等による問い合わせには応じな

い。  

イ  審査結果に対する異議を申し立てることはできない。 

ウ  審査結果は、本市ホームページに掲載する。 

（４）失格 

次のいずれかに該当する場合は失格とする。 

ア  提案期限を過ぎて提案書類が提出された場合 

イ 提案書類に虚偽の記載があった場合 

ウ  審査結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

エ  本募集要項に違反すると認められる場合 

（５）情報公開 

小松市情報公開及び個人情報保護に関する条例に基づく開示請求があった場合は、原則開

示の対象となる。ただし、提案者が業務を営む上で、正当な利益を害すると認められる情

報は不開示となる場合がある。 

なお、本プロポーザルの受託候補者特定前において、決定に影響が出るおそれがある情報

については決定後の開示とする。  

なお、当該プロポーザル実施に関する情報については随時、市ホームページに掲載する。 

 

１４．契約に関する事項 
（１） 契約の時期（予定）  

令和５年９月上旬 
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（２）契約の概要 

本募集要項、維持管理計画書に基づき、契約が成立した場合に締結するものであり、事

業者が遂行すべき工事及び維持管理に関する業務内容や省エネルギー保証、支払い方法

などを定めるものとする。 

また、本市と事業者の役割と責任及び遵守事項を明確にし、相互の確認事項や方法及び

時期等について明記するものとする。  

（３）支払いの概要 

・初期投資費  令和６年４月末         一括払い 

ただし、４０％の前払金あり 

・維持管理費  令和６年４月から令和１６年３月まで  月額払い 

 

１５．工事の仕様 
（１）契約締結後、施工計画書を速やかに作成し、本市と事前に調整を図ること。 

（２）工事を行うにあたっては、市内工事業者を優先的に採用すること。 

（３）取外した灯具の取扱いについては、本市が指定した場合はそれに従うこと。 

（４）工事に係る契約不適合については、契約に基づき ＥＳＣＯ事業者の責任とする。 

（５）ＬＥＤ化工事は、原則引込口配線（外線）での接続による施工方法とすること。 

 

１６．工事の計画 
工事計画は、次の基準で作成すること。なお、具体的な工事計画については工事着手前に本

市と協議すること。 

（１） 工事の優先順位  

ア 既設道路灯・公園灯で故障が発生した場所 

イ その他本市が優先と判断した箇所 

（２） 工事方法  

設置するＥＳＣＯ設備については、本市の指定する方法・仕様等、及び工事計画を遵守

すること。 

 

１７．灯具の仕様 
（１）ＬＥＤ灯の性能等 
   ア  国内用に製造された国内メーカー製とし、海外メーカーのＯＥＭ製品の使用は認めな 

       い。 
   イ 専用に設計されたＬＥＤモジュールを使用したもので、堅牢で防水性、耐候性、耐食 

       性を有し、保守点検が容易なもので、正常な使用状態において機械的、電気的にその 

       機能を継続的に保持できるものとする。なお、ＬＥＤモジュール用制御装置を器具内 

       に収納できる、または別置きでポール内に収納できる構造とする。 

   ウ 道路照明灯は、「道路照明施設設置基準・同解説（平成１９年１０月（社）日本道路協 
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       会）」「ＬＥＤ道路・トンネル照明導入ガイドライン（案）（平成２７年３月）国土交通 

       省」「道路・トンネル照明器材仕様書・同解説（平成３０年度版）（一社）建設電気技 

       術協会」「電気通信施設設計要領・同解説（平成２９年度版）（一社）建設電気技術協 

       会」の基準をそれぞれ満足するものとし、日本産業規格（ＪＩＳ）をはじめとする各 

       種性能にかかる基準を満足していることが証明できる書類を提出すること。 
   エ ＬＥＤ灯具は、直線型ポール、曲線型ポールのどちらにも取り付け可能なものとし（直 

       線型ポール取付用、曲線型ポール取付用の２タイプでもよい）、灯具色は「シルバー」 

      「ブラウン」を標準色として照明柱の配色に近い色を採用するものとするが、それによ 

       り難い場合は本市と協議の上決定することとする。  
   オ 入力電圧は、１００から２００V（±６％）に対応できること。 
   カ 動作保証温度は、ʷ１０℃から３５℃ を満たすこと。 
   キ ＬＥＤモジュール及び反射板、レンズなどが収納されている箇所の防塵・防水仕様は 

       ＩＰ４４以上の保護等級の基準を満たしていること。 

   ク 道路照明灯は風速６０ｍ／ｓｅｃに耐えうる構造とすること。 

  ケ ＬＥＤ灯具の定格寿命は６０，０００時間（光束維持率８０％未満になった時）以上  

       とし、安全な使用が可能であること。 

（２）デザイン灯等の性能等  

専用に設計されたデザイン灯等においては、汎用品への代替が可能か検討し、汎用品

への変更を行うものとする。ただし、汎用品への変更ができない場合は、本市と協議を

して、器具を製作するか、既設灯具を利用し、ＬＥＤ電球に交換するものとする。ＬＥ

Ｄ電球の性能等については、定格寿命４０，０００時間以上（光束維持率７０％）とす

る。 

（３）その他 

   ア  電柱、専用柱などに設置されている既設道路灯・公園灯と置き換えて設置できること。  

     イ  製品の製造業者は、ＩＳＯ９００１認証を取得していること。 

     ウ 製品に、形式・ロットナンバーが明記され、製品の管理がされていること。 

     エ  製品に使用されているＬＥＤチップは、製造業者を明確にできること。 

     オ  フリッカーが発生しないこと、又はフリッカー対策をしていること。 

     カ  周辺住民や道路・公園利用者に対し、道路及び公園として必要な照度とその分布を維 

         持しながら、できるだけ眩しさの軽減対策を講じること。 

     キ  ＬＥＤ灯具は、既設設備の仕様や個別の設置場所の状況を考慮するとともに、屋外照 

         明基準（ＪＩＳ Ｚ ９１２６：２０２１）を参照して、照度、グレア、演色、光色 

         及び障害光対策（上方光束比を含む）等の仕様を決定すること。 

     ク  景観や近隣の住環境等に、特に配慮すべき事由がある場合においては、ＬＥＤ灯具の 

         仕様について別途検討し、本市と協議の上決定すること。 

     ケ  防塵・防水性能は、 ＩＰ２３以上の保護等級の基準を満たすこと。  

     コ  既設道路灯・公園灯に遮光機能が備わっている箇所は、同等の機能を有すること。 

         ただし、詳細については本市と協議の上決定すること。 
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     サ  LED モジュール制御装置が器具内若しくはポール内に収納できる構造であること。 

     シ  調査の結果、老朽化等により既設ポールの安全性が確保できない場合、代替提案を行 

     うこと。 

（４）トンネル灯、隧道灯の扱い 

調査事業の際、トンネル灯や隧道灯が判明した場合、本市へ報告し対応について協議

すること。 

 

１８．ＥＳＣＯ設備管理用地図データの仕様 
（１）データ作成 

     ア  作成するデータは、以下の（ア）から（キ）の項目を含むこと。 

     （ア）基本情報・・・管理番号、設置日、設置方法、灯種（ＬＥＤ灯・デザイン灯等、灯 

                         具種類、電柱番号、契約電力、所在地、写真） 

     （イ）灯具詳細・・・ＬＥＤ化事業対象、メーカー、型式、周辺目印、灯具状態（傾き、  

                         損傷、変形、錆等）、取付位置（高さ）、取付先判定及び判定理由 

     （ウ）設置状態・・・灯柱種類、灯柱所有者、共架時の使用同意 

     （エ）引込柱  ・・・請求先番号、顧客番号、契約名義、契約住所、契約形態、 契約電力 

                        （容量・数量） 

     （オ）敷地  ・・・・敷地区分、民地、公有地（市道・公園等）  

     （カ）履歴情報・・・登録日、登録者、更新日、更新者、タイトル、内容 

     （キ）調査情報・・・調査日、調査団体名、その他調査内容 

 ※その他管理項目を追加する場合、詳細については別途協議すること。 

イ 作成するデータは、本業務の対象となる道路灯・公園灯すべてについて網羅すること

とし、管理終了後における権利は小松市に帰属する。 

ウ  作成するデータの形式は、道路・公園ＧＩＳへの登録を前提とした汎用性の高い Ｇ  

    ＩＳデータ形式である「Ｓｈａｐｅ（シェープ）形式」とすること。 

エ  作成したデータは、道路維持管理システム及び公園ＧＩＳに登録した際、ＥＳＣＯ設 

    備の設置箇所を確認可能なものとすること。 

      オ  灯具設置状況や灯具の状況が確認可能な写真データを作成すること。 

（２）データ更新 

ＥＳＣＯ契約期間中において、異動情報を反映させた最新の更新データを納品すること。

（更新データの納品は年１回とする。） 



別紙１（既設照明灯の光源及び灯数） 

道路灯 水銀灯 ナトリウム灯 蛍光灯 LED灯 小計

～20W 0 0 0 1 1

20W～40W 0 0 0 9 9

40W～60W 0 0 0 39 39

60W～80W 0 0 0 32 32

80W～100W 44 12 0 71 127

100W～150W 27 15 0 15 57

150W～200W 151 118 0 2 271

200W～250W 43 47 0 0 90

250W～300W 192 1 0 0 193

300W～350W 0 0 0 0 0

350W～400W 137 0 0 0 137

400W～450W 0 0 0 0 0

450W～500W 0 0 0 0 0

合計 594 193 0 169 956

公園灯 水銀灯 ナトリウム灯 蛍光灯 LED灯 小計

～20W 0 0 27 0 27

20W～40W 41 0 30 0 71

40W～60W 4 0 0 0 4

60W～80W 0 4 0 0 4

80W～100W 27 0 0 19 46

100W～150W 33 4 0 0 37

150W～200W 131 0 0 8 139

200W～250W 122 3 0 11 136

250W～300W 50 0 0 0 50

300W～350W 0 2 0 0 2

350W～400W 28 0 0 5 33

400W～450W 0 0 0 0 0

450W～500W 0 0 0 0 0

合計 436 13 57 43 549


